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連 結 注 記 表 

 

(連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等) 

1. 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数    6社 

主要な連結子会社の名称   新晃アトモス㈱、日本ビー･エー･シー㈱、千代田ビル管財㈱、 

上海新晃空調設備股份有限公司 

なお、連結子会社であった新晃空調サービス㈱は、当連結会計年度において新晃アトモ

ス㈱を存続会社とする吸収合併により消滅したため、連結の範囲から除外しております。 

(2) 非連結子会社の数   1社 

主要な非連結子会社の名称 上海新晃建筑节能有限公司 

非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に 

見合う額)等が連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外 

しております。 

2. 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社の数  1社 

主要な会社名  上海新晃建筑节能有限公司 

(2) 持分法適用の関連会社の数    3社 

主要な会社名  SINKO AIR CONDITIONING  (HONG KONG) LTD.、TAIWAN SINKO KOGYO CO.,LTD. 

(3) 持分法適用会社は、決算日が連結決算日と異なるため、各社の事業年度に係る計算書類を使用 

しております。 

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、在外連結子会社（上海新晃空調設備股份有限公司 他2社）の決算日は12月

31日であり、連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

他の連結子会社の決算日と連結決算日は一致しております。 

4. 会計方針に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

     ① 有価証券 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの……………時価法 

  (評価差額は全部純資産直入法により処理  

   し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等……………移動平均法による原価法 

  



② 棚卸資産 

当社及び国内連結子会社 

原材料………………………主として移動平均法による原価法 

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの 

方法により算定） 

その他の棚卸資産…………個別法による原価法 

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの 

方法により算定） 

在外連結子会社 

主として先入先出法による低価法 

(2) 重要な固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

当社及び国内連結子会社……主として定率法 

ただし、1998年 4月 1日以降に取得した建物(建物附属 

設備を除く)並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物 

附属設備及び構築物については、定額法を採用しており 

ます。 

在外連結子会社………………主として定額法 

② 無形固定資産 

     当社及び連結子会社………定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、 

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を 

計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

③ 株主優待引当金 

株主優待制度に伴う支出に備えるため、翌連結会計年度において発生すると見込まれる 

額を計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金  

一部の連結子会社については、役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金 

規定に基づく期末要支給額を計上しております。 

⑤ 株式給付引当金 

従業員への当社株式の給付に備えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見込

額に基づき計上しております。 

  



(4) 重要な収益及び費用の計上基準 

当社グループは、空調機器等の製造販売及び関連工事等並びにビル管理等のサービスの提

供を行っております。 

空調機器等の製造販売については、主としてサブコン(設備会社)に対して空調機器・部品

等の製造販売を行っております。空調機器・部品等の製造販売取引では、通常、出荷時から

当該機器・部品等の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから、出

荷時に収益を認識しております。 

空調機器等の関連工事等については、主として空調機器等の整備工事や更新工事等を行っ

ております。当該工事契約について財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわた

り移転するため、一定の期間にわたり充足される履行義務として、期間がごく短い工事を除

き、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定期間にわたり認

識しております。 

なお、履行義務の充足に係る進捗度の見積方法は、見積総原価に対する発生原価の割合(イ

ンプット法)又は契約額に対する実際出来高の割合(アウトプット法)で算出しております。ま

た、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回

収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。 

ビル管理等のサービスの提供については、主として清掃管理業務、ビルに係わる総合管理

等のサービス提供を行っております。これらのサービス契約については、通常、サービスの

提供が完了し、請求が可能となった時点で収益を認識しております。 

当社グループの履行義務を充足した後の通常の支払期限は、請求月から概ね６ヶ月以内で

あります。また、顧客との契約には重大な金融要素は含まれておりません。 

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は 

損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、 

決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整

勘定及び非支配株主持分に含めております。 

② 退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連 

結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づいて計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ 

せる方法については、期間定額基準によっております。ただし、一部の連結子会社につい

ては、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を

適用しております。 

 

  



(会計方針の変更に関する注記) 

収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基

準」という。)等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとい

たしました。これにより、主に次の変更が生じております。 

 1. 部品・製品販売取引 

 一部国内連結子会社の試運転調整等のサービスを伴う部品・製品販売取引については、

試運転調整等のサービスが完了した時点で収益を認識しておりましたが、部品・製品販売

と試運転調整等のサービスを別個の履行義務として認識し、それぞれの履行義務が充足さ

れた時点で収益を認識する方法に変更しております。 

 2. 工事契約 

 一部国内連結子会社の工事契約に関して、工事の完成時に収益を認識しておりました

が、一定の期間にわたり充足される履行義務については、期間がごく短い工事を除き、履

行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定期間にわたり認識す

る方法に変更しております。 

 なお、履行義務の充足に係る進捗率の見積方法は、見積総原価に対する発生原価の割合

(インプット法)で算出しております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積

もることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合は、原価回収基準

にて収益を認識しております。 

 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的

影響額を、当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用

しております。 

 この結果、収益認識会計基準等の適用を行う前と比べて、当連結会計年度の売上高は100百万

円、売上原価は77百万円それぞれ増加し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益がそ

れぞれ22百万円増加しております。 

 当連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたことにより、連結株主資本等変動計

算書の利益剰余金の期首残高は53百万円増加しております。 

 １株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

 

時価の算定に関する会計基準等の適用 

 「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計

基準」という。)等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品

に関する会計基準」(企業会計基準第10号 2019年７月４日)第44-2項に定める経過的な取扱いに

従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしており

ます。なお、連結計算書類に与える影響はありません。 

  

 

  



(会計上の見積りに関する注記) 

 貸倒引当金 

1. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額  1,254百万円 

(内 上海新晃空調設備股份有限公司 1,166百万円) 

2. 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

(1) 算出方法 

債権の計上月からの経過期間に応じて債権を区分しております。債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 主要な仮定 

一般債権については、信用リスクが毎期同程度との仮定に基づき過去の貸倒実績率等により

貸倒見積高を算定しております。また、貸倒懸念債権等特定の債権については、延滞の期間や

過去の回収実績等の定量的・定性的要因を考慮して貸倒見積高を算定しております。 

(3) 翌年度の連結計算書類に与える影響 

中国の建設業界において債権は平均回収期間が長いため見積りの不確実性が高く、外部環境

等による信用リスクの変化や債務者の支払能力の低下により、債権の貸倒見積高の算定に重要

な影響を与える可能性があります。 

 

 

(追加情報) 

新型コロナウイルス感染症の影響等 

新型コロナウイルス感染症の収束時期などを正確に予測することは困難な状況にありますが、

当社グループにおいては、様々な防疫措置の実施により経済活動の抑制がしばらく続く一方、ワク

チンの普及等により徐々に収束に向かうものと仮定し、会計上の見積りを行っております。 

なお、新型コロナウイルス感染症による経済環境の変化が生じた場合は、翌連結会計年度以降

における当社グループの財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 

(連結貸借対照表に関する注記) 

1. 有形固定資産の減価償却累計額   18,402百万円 

2. 受取手形裏書譲渡高          653百万円 

3. 顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額 

 受取手形、売掛金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額

は、「収益認識に関する注記」に記載しております。 

4. 契約負債の金額 

 流動負債(その他)のうち、契約負債の金額は、「収益認識に関する注記」に記載しておりま

す。 

  



5. 土地の再評価 

 当社は土地の再評価に関する法律(平成10年3月 31日公布法律第34号)に基づき、事業用の

土地の再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」と 

して負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上

しております。 

 ・再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令第 2 条第 4 号に定める路線価及び路線価のない土地は 

同条第 3 号に定める固定資産税評価額にそれぞれ合理的な調整を行い算出しております。 

・再評価を行った年月日    2002年3月31日 

・ 再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額    1,583百万円 

 

 

(連結株主資本等変動計算書に関する注記) 

1. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数  普通株式27,212,263株 

2. 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

決 議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

2021年6月24日 

定時株主総会 
普通株式 778百万円 30円 2021年3月31日 2021年6月25日 

2021年 11月9日 

取締役会 
〃 519百万円 20円 2021年9月30日 2021年 12月2日 

(注) 配当金の総額には、株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金(2021年6月24日 

   定時株主総会決議3百万円、2021年11月 9日取締役会決議2百万円)を含んでおります。 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

2022 年 6 月 24 日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案

しております。 

配当金の総額 配当の原資 1株当たり配当額 基準日 効力発生日 

771百万円 利益剰余金 30円 2022年3月31日 2022年6月27日 

(注) 配当金の総額には、株式付与ESOP信託が保有する当社株式に対する配当金3百万円を含んで 

おります。 

 

  

(金融商品に関する注記) 

1. 金融商品の状況に関する事項 

 当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入等に 

より資金を調達しております。 

 受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、主要な取引先の状況を定期的に 

モニタリングすること等により、リスク低減を図っております。また、有価証券及び投資有価証券は

主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っております。 

 借入金の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であり、担当部署が適時に資金繰

計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持等により流動性リスクを管理しております。 

  



2. 金融商品の時価等に関する事項 

 2022 年 3 月 31 日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり

であります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額1,105百万円）は、「その他有価証

券」には含めておりません。また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金、電子記録

債権、支払手形及び買掛金、電子記録債務並びに短期借入金は短期間で決済されるため時価が帳簿価

額に近似することから、注記を省略しております。 

(単位：百万円) 

 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券 14,887 14,887  ―  

長期借入金(※) 2,952 2,953 0  

 (※) 1年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。 

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項  

 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の 3 つ

のレベルに分類しております。 

レベル1の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定した 

        時価 

レベル2の時価：レベル1のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて 

        算定した時価 

レベル3の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。 

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債 

（単位：百万円） 

区 分 
時価 

レベル1 レベル2 レベル3 合 計 

有価証券及び投資有価証券     

 その他有価証券     

  株式 8,887 ― ― 8,887 

  債券 ― 1,000 ― 1,000 

  その他 ― 5,000 ― 5,000 

資産計 8,887 6,000 ― 14,887 

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債 

（単位：百万円） 

区 分 
時価 

レベル1 レベル2 レベル3 合 計 

長期借入金 ― 2,953 ― 2,953 

 

  



（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

有価証券及び投資有価証券 

 上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

るため、その時価をレベル1の時価に分類しております。一方で、当社が保有している債

券等は、取引金融機関から入手した価格に基づいて算定しており、その時価をレベル2の

時価に分類しております。  

長期借入金 

 長期借入金の時価のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映するため時

価が帳簿価額に近似していることから、帳簿価額を時価としております。また、固定金利

によるものは、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を

基に、割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。 

 

 

(企業結合等関係) 

  重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

 

(賃貸等不動産に関する注記) 

 賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 

 

  



(収益認識に関する注記) 

   1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

                                    (単位：百万円) 

  報告セグメント 
合 計 

日 本 アジア 

 空調機器製造販売事業 30,634 6,177 36,812 

 ビル管理事業等 5,152 － 5,152 

顧客との契約から生じる収益 35,787 6,177 41,964 

その他の収益 － － － 

外部顧客への売上高 35,787 6,177 41,964 

   2. 収益を理解するための基礎となる情報 

 収益を理解するための基礎となる情報は、「会計方針に関する事項」の「重要な収益及び費用の計上

基準」に記載のとおりであります。 

   3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報 

(1) 顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高等 

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の残高は、以下のとおりであります。 

                                                                     (単位：百万円) 

  当連結会計年度期首 当連結会計年度期末 

顧客との契約から生じた債権   

 受取手形 1,574 1,555 

 売掛金 11,318 11,474 

 電子記録債権 4,195 5,398 

契約資産 1,842 2,473 

合計 18,930 20,901 

契約負債 223 422 

 契約資産は、主に空調機器等の製造販売及び関連工事等について期末日時点で充足した、も

しくは進捗度に基づき充足しているが、請求していない履行義務に係る対価に対する当社グル

ープの権利に関連するものであります。契約資産は、支払いに対する権利が無条件になった時

点で債権に振り替えられます。契約負債は主に、履行義務を充足する前に顧客から受け取った

対価であり、契約に基づいた履行義務を充足した時点で収益へ振り替えております。 

 当連結会計年度に認識された収益について、期首現在の契約負債残高に含まれていた金額は、

202百万円であります。 

(2) 残存履行義務に配分した取引価格 

 当連結会計年度末時点で未充足の履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込

まれる期間は以下のとおりであります。 

 なお、当社は実務上の便法を適用しており、請求する権利を有している金額で収益を認識し

ている清掃管理業務、ビルに係わる総合管理等のサービスに係る取引及び当初の予想契約期間

が１年以内の未充足の履行義務に係る取引を含めておりません。 

                   (単位：百万円) 
 

当連結会計年度 

1年以内 2,495 

1年超 1,117 

合 計 3,612 

 

 



(1株当たり情報に関する注記) 

1株当たり純資産額 2,015円 13銭 

1株当たり当期純利益 159円 12銭 

(注)1.株式付与ESOP信託が保有する当社株式は、1株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式 

   総数から控除する自己株式に含めており、また、1株当たり当期純利益の算定上、期中平均 

   株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

株式付与ESOP信託が保有する当社株式の株式数 

期末株式数     114千株 

期中平均株式数    115千株 

2.「会計方針の変更に関する注記」に記載のとおり、「収益認識に関する会計基準」等を適用して 

 おります。この結果、当連結会計年度の１株当たり純資産額は2.62円増加、１株当たり当期純  

 利益は0.53円増加しております。 

 

 

(重要な後発事象に関する注記) 

該当事項はありません。 



個 別 注 記 表 

 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

1．有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの……時価法 

  (評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は 

    移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等……… 移動平均法による原価法 

 

2．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

製品、仕掛品…………個別法による原価法 

 (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 

原 材 料…………移動平均法による原価法 

 (貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定) 

 

3．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産…………定率法 

ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物(建物附属設備を 

除く)並びに 2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備及び 

構築物については、定額法を採用しております。 

無形固定資産…………定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用 

可能期間(5 年)に基づく定額法を採用しております。 

 

4．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金…………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金…………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

株主優待引当金…………株主優待制度に伴う支出に備えるため、翌事業年度において発生す

ると見込まれる額を計上しております。 

株式給付引当金…………従業員への当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株

式給付債務の見込額に基づき計上しております。 

退職給付引当金…………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債

務の見込額に基づき計上しております。 

 

5. 収益及び費用の計上基準 

 当社は、主に空調機器等の製造販売を行っております。 

 空調機器等の製造販売については、主としてサブコン(設備会社)に対して空調機器・部品

等の製造販売を行っております。空調機器・部品等の製造販売取引では、通常、出荷時から

当該機器・部品等の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間であることから、出

荷時に収益を認識しております。 

 当社の履行義務を充足した後の通常の支払期限は、請求月から概ね６ヶ月以内であります。

また、顧客との契約には重大な金融要素は含まれておりません。 



(会計方針の変更に関する注記) 

収益認識に関する会計基準等の適用 

 「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31日。以下「収益認識

会計基準」という。)等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧

客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識

することといたしました。 

 なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年３

月 26 日)第 98 項に定める代替的な取扱いを適用し、部品・製品の国内の販売において、出荷

時から当該部品・製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には､

出荷時に収益を認識しております。 

 収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第 84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の

累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方

針を適用しております。 

 この結果、当事業年度の損益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高

への影響もありません。 

  

時価の算定に関する会計基準等の適用 

 「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第 30 号 2019 年７月４日。以下「時価算定

会計基準」という。)等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金

融商品に関する会計基準」(企業会計基準第 10号 2019 年７月４日)第 44-2 項に定める経過的

な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用す

ることとしております。なお、計算書類に与える影響はありません。 

 

 

(追加情報) 

新型コロナウイルス感染症の影響等 

新型コロナウイルス感染症の収束時期などを正確に予測することは困難な状況にありま

すが、当社においては、様々な防疫措置の実施により経済活動の抑制がしばらく続く一

方、ワクチンの普及等により徐々に収束に向かうものと仮定し、会計上の見積りを行って

おります。 

なお、新型コロナウイルス感染症による経済環境の変化が生じた場合は、翌事業年度以

降における当社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

  



(貸借対照表に関する注記) 

1. 有形固定資産の減価償却累計額  13,578 百万円  

2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務(区分表示したものを除く)  

 短期金銭債権  1,150 百万円  

 短期金銭債務  114 百万円  

3. 保証債務    

関係会社の電子記録債務に対する債務保証額 260 百万円  

関係会社の受注契約等の履行義務に対する保証額 90 百万円  

4. 土地の再評価   

 土地の再評価に関する法律(平成 10年 3月 31 日公布法律第 34号)に基づき、事業用の土地の

再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金負債｣として負債の

部に計上し、これを控除した金額を｢土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

 ・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令第 2条第 4号に定める路線価及び路線価のない土地は

同条第 3 号に定める固定資産税評価額にそれぞれ合理的な調整を行い算出しております。 

・再評価を行った年月日   2002 年 3 月 31 日 

・再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額  1,583 百万円 

 

 

(損益計算書に関する注記) 

  関係会社との取引高 

  関係会社に対する売上高       1,808 百万円 

  関係会社からの仕入高         1,134 百万円 

  関係会社との営業取引以外の取引高   1,245 百万円 

 

 

(株主資本等変動計算書に関する注記) 

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

 普通株式   1,612,639 株 

 

 

(税効果会計に関する注記) 

繰延税金資産の発生の主な原因は、投資有価証券評価損等であり、繰延税金負債の発生の 

主な原因は、その他有価証券評価差額金等であります。 

  



(関連当事者との取引に関する注記)  

子会社及び関連会社等 

  (単位：百万円) 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有

(被所有)割合 

関連当事者

と の 関 係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

子会社 新晃アトモス㈱ 直接 100％ 

当社納入製

品の修理点

検及び保守 

製品の販売 

(注 1) 
1,121 売 掛 金 779 

子会社 千代田ビル管財㈱ 直接 100％ 役務の受入 
資金の借入 
(注 2) 

3,100 
関 係 会 社 

長 期 借 入金 
3,100 

 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 （注 1）価格その他の取引条件については、市場実勢を勘案して価格交渉の上で決定しております。 

 （注 2）借入金の利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

 

 

(収益認識に関する注記) 

収益を理解するための基礎となる情報 

  収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の

「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

 

 

(1 株当たり情報に関する注記) 

  1 株当たり純資産額   1,789 円 55 銭 

1 株当たり当期純利益    147 円 72 銭      

(注)株式付与 ESOP 信託が保有する当社株式は、1株当たり純資産額の算定上、期末発行済

株式総数から控除する自己株式に含めており、また、1 株当たり当期純利益の算定上、

期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。 

株式付与 ESOP 信託が保有する当社株式の株式数 

期末株式数     114 千株 

期中平均株式数   115 千株 

 

 

 (重要な後発事象に関する注記) 

該当事項はありません。 


